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背景とねらい： 
安全・安心で美味しい高機能野菜の安定低価格生産を目指して、日本の強みとなる技

術を融合することにより、高温多湿環境下でも高効率な生産を可能とする低コスト植物

工場（目標価格 2 億円/ha 以下）を開発する。このような植物工場の利用にもとづくト

マト、イチゴ、パプリカの輸入品奪還により 225億円の波及効果が見込まれる。また、

国内の植物工場として 10年間で 1000億円規模の市場を形成するとともに、海外向けの

ICTを活用した栽培管理サービスとして 30億円/年規模の新ビジネスを創出する。 

 

成果の概要： 
高度な環境制御により高温多湿下の野菜、果実の栽培を可能とする低コストの太陽光

型植物工場システムを開発した。2019年度に大規模化により目標価格の 2億円/haを大

きく下回る 1.9億円/ha未満での実現が可能であることを検証した（図１）。また、ラ

ンニングコスト低減のために用いた熱線反射フィルム、熱線吸収フィルムが、期待どお

り温度低減効果を示すことを確認すると共に、トマトの裂果等による品質不良防止に大

きな効果をもたらすことが明らかとなった。沖縄県石垣市において、トマト、イチゴ、

パプリカの栽培研究を実施し、問題が生じる日本の夏場でも、他の季節と同等の収量、

品質が得られる栽培技術を確立した。トマトは年間 40t/10a、糖度 6.0と目標（30t/10a）

を大きく上回った。イチゴは年間 4.1t/10aと目標（10t/10a）未達であるが、日本の平

均収量（3.1t/10a）を超えた。LED補光と密植栽培により目標達成の見込みである。パ

プリカは年間収量 10t/10a、糖度 8の目標を達成した（図２、３）。 

さらに、安全・安心を担保するために水耕栽培野菜の分析、簡易残留農薬の測定方法

を確立した。ブランド化を目指すジャパンプレミアム野菜の生産体制に適した育苗技術

も開発し、高温多湿地域での安定生産に貢献することを実証した。また、特に海外へ向

けて、開発技術を容易に利用していただくためにＩＣＴ、ＡＩを活用した植物工場管理

システムと、農業経営育成システムを開発し、農日誌などからまとめた農作業の ToDo

リストをもとに、インターネットを活用した栽培支援システムを構築した。 

以上の開発にもとづくアジアモンスーンモデル植物工場システムの概要を図４に示す。 

       
図１ 大規模化ハウス   図２ トマト栽培      図３ イチゴ栽培 
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図４ アジアモンスーンモデル植物工場システムの概要 
 

商品化と社会実装の構想： 
民間企業の個社事業を通じ社会実装を推進する。また、国際農林水産業研究センター

を中心とする後継コンソーシアムにおいて残された課題の研究開発を実施するとともに、

アジアを中心とする大使館等との連携により、安全・安心で美味しい野菜の栽培技術普

及を推進する。 
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